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4 12 森林破壊、環境汚染、ＣＯ2  の問題になっているのにも係わらず全
て逆行している津市、これらを何も思わず進めている、津市環境部の
面々の意見を聞きたい。税金の大幅なムダでは？ もし間違って出来
上がったとしても、何年かたつうちに、修理費、維持費のムダ遣いが
上乗せされるだろう！ 

 

本施設の計画にあたっては、市民の皆様の安全安心のために、必要
な規格となるよう検討を進めております。 

維持費については、安全安心と経済性が両立するような内容となる
よう今後検討してまいります。 

5 22 自動車が２回ブロック塀を、門柱を１回壊されました。又、庇を擦
った事故も何回かありました。相手不明の時は、責任があいまいにな
らないでしょうか。大きな物損事故を防ぐ為にも、民家周辺は減速帯
を設けて頂きたいと思います。 

 工事用車両及びごみ収集車両等の関係車両の走行に当たっては、法
定速度以下で走行するよう、車両の運転手に対する指導を徹底させて
まいります。 
 また、工事中において車道幅員が狭くなっている箇所の前後に交通
整理員を配置して運転手に注意を促すとともに、必要に応じて、道路
管理者と協議し、交通対策を講じてまいります。 
 

6 23 地球温暖化が言われている時代に、この自然豊かな山々を切り開い
て、温暖化の原因である ＣＯ 2を増大させるが、他の方法が有るので
はないか？ 大切な自然！！ 一度壊したら、もとに戻せない。 

本施設については、本市の廃棄物行政における上位計画である「津
市一般廃棄物処理基本計画」のもと、本市の廃棄物処理体系の中のご
み処理のうち埋立処理及び資源化処理に係る施設整備を行うための基
本計画として位置づけられる「津市新最終処分場等施設整備基本計画 
」において検討してまいりました。 

逼迫しつつある白銀環境清掃センターの最終処分場に代わる新最終
処分場の早期建設を市の最重要課題として位置づけ、平成１９年度に
新最終処分場建設の候補地を旧久居・一志地域（久居、香良洲、一志 
、白山、美杉の各地域）を対象に公募しました。平成１９年１１月か
ら平成２０年１２月にかけて、学識経験者３名により構成される候補
地選定委員会を経て、建設地として「津市美杉町下之川字高山、西狭
間地内」に決定しました。 

本施設に係る整備計画の環境面からの妥当性は、本環境影響評価手
続きにおいて審査されると考えております。また、整備計画における
構造面、維持管理面からの妥当性については、三重県に提出する設置
届に対する適合審査により判断されると考えております。 

さらに、本事業の環境への影響低減に努めるため、ごみ収集車両に
ついては、バイオディーゼル車両を導入するほか、効率的な収集運搬
体系の検討により、走行台数の削減を検討し、温室効果ガスの削減及
びコスト削減に努めます。さらに、環境影響評価方法書３４ページ～
３６ページに示す環境保全計画を実施してまいります。 

 
7 24 大地震が起きた時の対応は「市は仕方ない」と言っておられるが、

仕方ないでは済まされない。コンクリートの亀裂から有害物質の流出
 施設の耐震性能については、土木構造物については各種土木構造に
関する設計指針、建築物については建築基準法に準拠して検討してま
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はないのか、全項目の水質検査を震災が起きなくても、半年に１度行
うことを希望する。 

地層中やコンクリートなどのクラークが有れば、みず道を通じて処
分場外へ拡散する。汚水が流れて井戸に混入すれば、飲料水の汚染に
よる身体的被害が及ぶのではないか。毎日が不安で、たとえ微量であ
っても一か所に集中的に有害物質が蓄積されないのか、安心できな
い。 

いります。 
 最終処分場の供用時のモニタリングについては、「廃棄物の処理及
び清掃に関する法律」に基づく「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃
棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」にさだめる維持
管理上の基準を遵守し、埋立地からの浸出水による最終処分場の周縁
の地下水の水質への影響の有無を判断することができるように、最終
処分場の周囲の尾根３カ所及び下流側１カ所に設置するモニタリング
井戸において埋立開始前から重金属等の地下水等検査項目についてモ
ニタリングを実施します。測定頻度については、電気伝導率及び塩化
物イオンについては月１回以上、地下水等検査項目については年１回
以上とします。 
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25 平成２１年１０月７日～８日未明にかけての台風１８号による当地
の被害は甚大であり、中でも太作地区は記憶に新しい昭和５７年豪雨
禍以上の水量を想像させるものでした。 

上流にはゴルフ場も有り、更に処分場が建設されるならば、その特
異な地質、軟弱、通称、底なし沼（天然の調整池の役目）、昔からの
断層も有り、地球温暖化、亜熱帯化と相まってゲリラ豪雨も頻繁、広
大な土地、鉄砲水は止められません。平成２０年２月２日下之川説明
会にて埋め立て地のコンクリートの厚さは 2 メートルとの事でしたが
処分場施設整備基本計画では５０センチと変わっている。何故か、そ
の理由は八知センターでの説明会で遮水シートの見本をとの件は未だ
未公開です。水は流さないと言うが、洗浄、散水調整池は満杯になれ
ば流出します。遮水シートの破損はセンサーで検知修復する･･･は二ヶ
所以上となれば検知不能（ピンポイント）修復は出来ない。汚染水は
一定の水路を通り水源を汚染する。現に久居公民館での公聴会では選
考委員の先生、同型施設に於いて汚染水が二回流出しましたと告げら
れました。全国的に裁判になっている所も御承知と思います。自然公
園内大型開発の規制対象地域になっております。水源条例も生きてい
ます。売らないと言う地権者も有ります。地域住民の半数以上の反対
署名も有ります。又、処分場が出来れば車の通行量も多くなり、年間
４億から５億円も余分にかかり ＣＯ 2 削減にも逆行する。市民の命の
水、安心、安全、健康が将来に渡って保障される様、利便性も熟慮さ
れますよう、願います。 

 本施設においては、調整容量及び堆砂容量合計 １０,０００m3 程度
の防災調整池を設置する計画です。これにより、本施設の設置に起因
する水害の発生を防止します。 
 最終処分場では、貯留構造物としてコンクリートピットを設置しま
すが、その底面部の厚さは、先進事例を踏まえ、２～３ｍ程度となる
見込みです。今後行う基本設計で詳細を検討し、環境影響評価準備書
において明らかにします。 
 最終処分場の遮水工は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
基づく「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る
技術上の基準を定める省令」に基づき、貯留構造物としてコンクリー
トピットを設置するとともに、底面部の遮水構造は、クローズドシス
テム処分場での採用実績が最も多い「二重遮水シート」とします。 
 また、散水した水がごみと接触して生じる浸出水の万が一の漏出を
未然に防止するため、漏水検知システムを設置すると共に、事業者に
よる定期的な現地確認を行うこととし、最終処分場の環境安全性を確
保します。今後行う基本設計において、本施設に最も適したシステム
を選定します。 
 対象事業実施区域は、「三重県立自然公園条例」に基づく「赤目一
志峡県立自然公園」の普通地域に指定されていることから、同条例の
趣旨を踏まえ、自然の風景地の保護が図られるよう、施設計画・設計
において配慮してまいります。 
 また、対象事業実施区域は、「津市水道水源保護条例」に規定する
水源保護地域に指定されておりますが、本施設は対象事業には該当し
ないため、同条例の適用は受けておりません。但し、同条例の趣旨を
尊重し、浸出水処理水は循環利用するものとし、雨水、生活排水処理
水以外は下流の河川に放流しないこととしております。 
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 ごみ収集車両については、バイオディーゼル車両を導入するほか、
効率的な収集運搬体系の検討により、走行台数の削減を検討し、温室
効果ガスの削減及びコスト削減に努めます。 

9 26 鉄筋コンクリート構造の貯留構造物＋二重遮水シートによる遮水工
設備により浸出水が漏出することのない構造と記してあるが、ほんま
に大丈夫なんか疑問やわ。地震など発生した時、コンクリートが亀裂
し、遮水シートが破れ、そこから汚水物が漏出し、川へ流れ込む恐れ
もある。所詮人間が造った物やから絶対大丈夫ていう保障はない。ど
こまで耐久性があるか、わかったうえでこんな事ほざいとんか？ 自
然の力を見下しとったらえらい目にあうで。 
いっその事、高温溶融炉に切り替えた方がいいと思うけど。 

 施設の耐震性能については、土木構造物については各種土木構造に
関する設計指針、建築物については建築基準法に準拠して検討してま
いります。 
 また、豪雨や地震等の災害発生時における最終処分場等施設の運用
については、今後、危機管理マニュアル等の策定を検討してまいりま
す。 

本市においては、燃やせるごみは、西部クリーンセンター、河芸美
化センター及びクリーンセンターおおたかにおいて焼却し、焼却残渣
は三重県廃棄物処理センターへ搬出して溶融スラグ化しております。
燃やせないごみ及び資源ごみについては極力資源化し、処理残渣のみ
を埋立処分することとしております。 

将来的には、ごみ処理施設の老朽化や社会情勢の変化等に伴い、よ
り安全で安心な、効率的かつ合理的な施設整備や処理方法など、新た
なごみ処理体系の構築を検討していく必要があると考えています。 

10 27 森林破壊＝環境破壊になるし、膨大な税金のムダ使いになるんとち
がう？ 

高温溶融炉の方がまだ環境面でも埋め立て処分場と比べたらずっと
かええと思うけど。 

そっちの方が税金もかからんのとちがう？ 
絶対に溶融炉にすべし 

本施設の造成地は、最終処分場のほか、破砕選別処理施設、リサイ
クルセンター、環境学習推進施設等の施設・設備を設置するため、現
況地形を考慮し、造成面積をできる限り少なくするよう検討してまい
ります。 

本市においては、燃やせるごみは、西部クリーンセンター、河芸美
化センター及びクリーンセンターおおたかにおいて焼却し、焼却残渣
は三重県廃棄物処理センターへ搬出して溶融スラグ化しております。
燃やせないごみ及び資源ごみについては極力資源化し、処理残渣のみ
を埋立処分することとしております。 

将来的には、ごみ処理施設の老朽化や社会情勢の変化等に伴い、よ
り安全で安心な、効率的かつ合理的な施設整備や処理方法など、新た
なごみ処理体系の構築を検討していく必要があると考えています。 

11 28 対象事業に係る工事の実施は、造成を必要最小限にして余計な物は
作らないで欲しい。（毎年台風等の風水害、地震の発生があるので土
砂崩れや杉林の倒木が無い様に考える。） 

 本施設の造成地は、最終処分場のほか、破砕選別処理施設、リサイ
クルセンター、環境学習推進施設等の施設・設備を設置するため、現
況地形を考慮し、造成面積をできる限り少なくするよう、検討してま
いります。 

12 28 土地の供用における影響は全ての汚水処理を完全に行って欲しい。
（雲出川源流の谷川もあり、水質汚染による環境悪化を後世に残すこ
とのないようにする。） 

本施設に設置する最終処分場については、クローズドシステム処分
場とする計画であり、浸出水処理水については最終処分場内で循環利
用し、河川等への放流はいたしません。 

生活排水については、浄化槽による処理水を放流する計画です。 
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13 28 工作物は無駄の無いエコな建物にして欲しい。（環境に配慮した施
設の処理工程等、実際の現場を市民に見学してもらうようにする。） 

 対象事業実施区域内に整備する各種施設の仕様については、環境負
荷の少ない建屋とするよう、今後検討いたします。 

施設計画には、環境の保全に関する啓発や市民の環境保全活動を支
援するための施設として環境学習推進施設の設置を計画しています。 

環境学習推進施設をリサイクルセンターに併設することで、３Ｒ
（リデュース（削減）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利
用））のための施設内容を具体的に見ることができ、実体験を通じた
意識の啓発を図ってまいります。 
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14 31 その項目のうち４項目、すなわち地権者・周辺の理解、１２ヘクタ―
ルの土地の確保の見込み、地形が施設建設の容易さ、運搬がより効率
的、についてはすでに破綻をしている。 
⑤ 活断層についても、直下にないこととされているが、当地域は、
布引山地東園活断層西部地帯にあり、候補地から６００メートルのと
ころに推定活断層が存在する。直近の三重県防災マップによると、震
度５強から５弱の想定地域にあり、活断層近接地として危険な場所で
ある。このような場所の処分場が、地震によって倒壊したり、亀裂が
生ずれば、八手俣川、君ヶ野ダム、雲出川への汚染水の流出は明白で
あり津市民の飲料水、中瀬工業地帯の使用水も汚染の危険が大きい。 

 

15 31 地盤の評価は絶対にすべきである。 
〈理由〉 
① 方法書では「地盤沈下の主な原因となる地下水の取水は行わず、
地盤沈下の要因となる厚い軟弱地質(粘性土)が存在せず、環境保全上
の支障は生じないと考えられる」と書かれているが、地元の地形を知
らない記述である。 
② 当地域は、降雨量がもっとも多い地域として知られ、台風の被害
も大きい。それゆえに山全体が、豊かな水量を維持し、シダ類などの
種類もきわめて多く、希少動植物の宝庫でもある。 
③ このような水分の多い山に、２０万トン以上のコンクリートで固
めた巨大な容器や調整池を置いた場合、また圧力をかけ、埋め立て済
みの部分には降雨が降り注いだ場合には、地形がどのように変化する
のか、巨大な荷物がどこまで持ちこたえられるのかを詳細に評価、検
討すべきである。 
④ 万が一、土砂崩れが起き、尊い人命が奪われたときには、人災で
あり、犯罪であることを念頭に、リスク評価するべきである。 

 対象事業実施区域の地質は、表層に分布する崖錐層、沖積層は厚さ
数ｍ程度ですが標準貫入試験の結果、軟弱であると考えられるため、
最終処分場のコンクリートピット部の崖錐層、沖積層は掘削除去し、
外部より搬入する土砂等で平坦地を盛土造成する計画です。その他の
施設部分については今後詳細に検討してまいります。 
 本施設で必要となる水の一部は、地下水の揚水によりまかないます
が、大規模な地下水の揚水は行わない計画です。また、地下水集排水
管等から集水した地下水は地下浸透を促すような計画になるよう検討
してまいります。 
 また、最終処分場のコンクリート構造物や破砕選別処理施設の基礎
等は、十分な地耐力を有する花崗岩の岩盤に設置する計画であり、こ
れら構造物の加重によって地盤沈下は生じることはないと考えており
ますが、安全側を考慮し、土地の造成後において、地盤沈下の発生状
況に係るモニタリング調査の実施を検討してまいります。 

なお、土地の造成に伴って出現する切土法面、人工盛土地盤の安定
性については、地形及び地質の項目において予測・評価いたします。 

16 31 土壌の項目を省略することは許されず、指針に基ずく詳細な評価を
すべきである。 
〈理由〉 
① 方法書では、「工事計画において、土壌汚染の原因となる物質の
排出はない。」といいながら、「なお、岩石には自然的に重金属が含
まれていることがあり、土地の造成において、対象事業区域内に分布
する花崗岩および風化花崗岩を対象とした掘削工事や掘削土砂の盛土
材料への転用した場合、工事箇所から規制基準値を超過した重金属が
溶出し、周辺地下水や河川に影響を与える可能性が考えられる。この
ため工事計画立案前に、事前調査として現地地質を対象に土壌環境基
準項目に係る含有量及び溶出試験を行い、その安全性を確認する。事

 土壌環境の汚染に関しては、自然由来によるものと人工的なものが
あります。環境影響評価方法書１７１ページに示すとおり、施工に先
立つ事前調査により自然由来の重金属等についてその含有の程度と安
全性を調査することとしております。基準値以上の濃度が検出された
場合には、これを環境要素として選定し、その対策について検討して
いくこととしております。 
 また、地盤改良工事等において薬液注入を伴う地盤改良を行う場合
には、これを環境要素として選定し、その対策について検討していく
こととしております。 
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前調査で土壌環境基準以上の濃度が検出された場合は、環境要素とし
て選定するものとし、方法書時点では除外した。」と書かれているが
これでは条例の趣旨が生かされていない。何のための方法書であるか
が不明である。 
② 事前に予測し、そのための調査を行うのが当然であり、これでは
何の調査をどのように、どの場所において調査をするかが白紙委任を
しろと、言っているのと同じである。 
③ 地域住民をないがしろにしたような簡易なアセスメントは絶対に
許されない。 
④ 当地域の沢には、雲母が肉眼でも確認され、その他の重金属が湧
出する可能性は極めて大きいので、当初から、環境影響評価項目に土
壌分析のもとに重金属を評価すべきである。 
⑤ 「工事計画において、浚渫、化学薬品を用いた地盤改良等、底質
に影響を及ぼす行為は行わないため、環境保全上の支障は生じないと
考えられることから、項目から除外した。」とあるが、実際には、１
６４ページに「施設の建設に伴い薬液混入を伴う地盤改良は行う。」
と記述されている。薬液の種類、性質とその影響について大気環境、
水環境、土壌、土質を含めたその他の環境と、動植物、昆虫を含めた
生態系への影響について、評価をすべきである。 

17 31 地盤について、地盤沈下についても項目に入れるべきである。 
〈理由〉 
① 施設の設置、供用において、土地の安定性は評価し、地盤沈下量
については項目からはずしているのは納得できない。「施設給水とし
て、敷地内に揚水井戸を設置し、地下水くみ上げによる地盤沈下の可
能性があるが対象事業実施区域内で地盤沈下の可能性のある地質は、
谷底の堆積物であり、盛土の基礎地盤として軟弱なため掘削除去を行
うため、地盤沈下の発生は想定されない。」とあるが、軟弱な地質を
すべて除去するのはありえず、工事の掘削図面があって始めて、地盤
沈下の予測が可能になる。もっとも危険と地元の住民が指摘する項目
について、除外しているのは、裏を返せば、可能性を評価する事が都
合悪いのか、あるいは評価不能なのか、疑惑が残る。 
② また、「対象事業実施区域周辺に対しては、河川沿いに地盤沈下
の可能性のある地質が分布するが、集水域が異なるため、直接地下水
系は連動しないことから地盤沈下を誘引することはない。」とあるが
集水域と地盤の関係は必ずしも明確でないはずである。 
③もし、この考え方を断定するのであれば、地質、地下水脈の図面を
立体、平面とも示すべきである。そのことこそ、アセスメントで行う
べきであり、絶対に項目からはずしてはならないものである。 

 対象事業実施区域の地質で、表層に分布する崖錐層、沖積層は厚さ
数ｍ程度ですが標準貫入試験の結果、軟弱であると考えられるため、
基本的にはこれを除去し、外部より搬入する土砂等で平坦地を盛土造
成する計画です。 
 また、最終処分場のコンクリート構造物や破砕選別処理施設の基礎
等は、十分な地耐力を有する花崗岩の岩盤に設置する計画であり、こ
れら構造物の加重によって地盤沈下は生じることはないと考えており
ますが、安全側を考慮し、土地の造成後において、地盤沈下の発生状
況に係るモニタリング調査の実施を検討してまいります。 

土地の造成に伴って出現する切土法面、人工盛土地盤の安定性につ
いては、地形及び地質の項目において予測・評価いたします。 
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18 31 日照阻害については、処分場の建築物について、周辺の自然環境と
生態系の影響を評価すべきである。 
〈理由〉 
① 方法書では、工事計画において、日照障害を発生させるような大
規模施設の建設はない、周辺に阻害されるような住居、施設等は存在
しないため、環境保全上の支障は生じないと考えられる」とあるが、
当地域の特性を考えていない。 
② 当地域は、三重県だけでなく、全国的にも、自然環境豊かな地域
である。そのようなところに、建築物を存在させれば、当然自然環境
は悪化する。 
③ 環境保全上の支障と、問題をはぐらかしているような表現は、事
業者の責務を認識していない。簡便なアセスは許されず、項目をきち
んと入れるべきである。 

 環境影響評価項目としての「日照阻害」は、一般的に「建築物への
日影影響」と「農作物への日影影響」を対象に扱われています。 
 各施設の建設予定地の周辺には、周辺に阻害されるような住居、施
設等は存在しないため、環境保全上の支障は生じないと考えられるこ
とから、環境影響評価項目から除外しています。 
 また、動植物の生息生育環境に対する日影の影響につきましては、
「陸生動物」「陸生植物等」「水生生物」「生態系項目」の各項目の
中で、予測対象種の一般生態を踏まえて必要に応じて予測評価を行っ
てまいります。 

19 31 歴史的文化的な遺産について、地域の文化を尊重するアセスメント
を行うべきである。 
〈理由〉 
① 方法書では、「対象事業実施区域内には、歴史的文化的な遺産等
は存在しない。また、工事計画において、対象事業実施区域周辺の歴
史的文化的な遺産等に影響を及ぼすような行為は行わないため、環境
保全上の支障は生じないと考えられることから、項目から除外した。
とあるが、伊勢街道に連なる当地域の歴史も古く、北畠家が統治した
文化も、それ以前の古墳時代の遺跡が数多く存在し、このような記述
は、許しがたいものがある。遺産の物理的破壊はなくとも、遺産の持
つ文化的価値の破壊、観光資源としての損失ははかり知れない。 
② 計画地の山にも、信仰の跡が残っているなど、住民が山とともに
暮らしてきた歴史や文化、街道筋独特の歴史・文化も存在する。 
③ これらの文化的遺産は、今後のまちおこしや、地域経済の活性化
の宝となるものであり、処分場によって、冒涜されることは許されな
い。 
④ たとえ、津市のはずれにあっても、私たちはこの地域の山や自然
や文化を大切に守ってきた。そして今後も次世代に伝えていく義務が
あると考えている。まち外れにごみを葬り、それとともに歴史や文化
を葬ってしまうことは許されない。 
⑤ 詳細な文化や歴史的遺産を調査し、処分場の稼動がこれらに与え
る影響、仲出神社をはじめとする観光遺産に与える影響について、き
ちんと評価すべきである。 

対象事業実施区域内おいては、環境影響評価方法書８９～９２ペー
ジに示すとおり、周知の埋蔵文化財包蔵地がないことは既存資料等に
より確認しています。そのため、方法書では環境影響評価項目から「 
歴史的文化的な遺産」項目を除外しております。 

今後、事業計画の詳細を検討していく中で、津市教育委員会に最新
の情報を確認し、新たな埋蔵文化財包蔵地があれば、津市教育委員会
と協議し必要な措置を講じてまいります。 
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20 31 景観について、処分場への搬入車両の及ぼす影響と、山の景観が損
なわれることの影響をきちんと項目に入れるべきである。 
〈理由〉 
① 重機の稼動、資材の運搬に伴う工事用車両の走行、土地の造成、
施設の建設が景観に及ぼす影響は一時的であること、としているが、
すべての工事は一時的である。騒音・振動などと同様に項目として期
間とその影響を詳細に求める。 
② また造成地は樹木に囲まれており周辺地域からは造成面が直接見
通せないため、環境保全上の支障は生じないと考えられる、としてい
るが、樹木の伐採がどの程度、どう行われるかが重要な項目である。 
③ ４階建ての建築物が、緑豊かな森林の景観を損なわないとするの
はありえない。「周辺地域からは施設が直接見通せない」とあるが、
すべての地域からの眺望はきちんと評価すべきである。当地域は、森
林セラピー地域と隣接をしており、セラピーロードを利用する市民、
観光客からの景観も含めて、評価をすべきである。 
④ また、景観の喪失は、日々山を守り、地域に暮らす住民によって
評価すべきことであり、大きな影響は無い、などの記述は事業を推進
するための主観によるものであるので、慎重にされたい。 

 対象事業実施区域周辺の景観資源及び主要な眺望点の分布状況につ
いては、環境影響評価方法書８７～８８ページに示すとおりです。本
事業の実施により、景観資源及び主要な眺望点を直接改変することは
ありません。対象事業実施区域は周辺を尾根で囲まれているため、最
も近接する森林セラピーロードからも各施設を眺望することができま
せん。 

以上のことから、景観項目を環境影響評価項目から除外することに
しています。 
 関係車両が走行する進入路整備に伴う法面整備箇所は、地形及び樹
林に囲まれ周辺からほとんど可視できないため、環境影響評価で扱う
ことはせず、事業計画において進入路に係る緑化・植栽を検討するな
かで、景観への配慮を行ってまいります。 
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24 
 

31 
 

対象項目について、以下のものを入れるべきである。(工事の実施お
よび施設の設置供用とも) 
(1) 一酸化炭素、光化学オキシダント、ベンゼン、トリクロロエチレ
ン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、ダイオキシン類、大気
汚染防止法に基づく規制対象物質及び指定物質(塩化水素) 
〈理由〉 
① 方法書では、重機の稼動、資材の運搬に伴う工事用車両の走行、
土地の造成、工作物の建設に用いる車両から発生する可能性がある有
害物質等として、認めている。当地域は、津市から４０キロ離れた山
間地と里山である。自然環境豊かな地域での工事の実施による影響は
生態系に影響をもたらす。 
② ベンゼン及び鉛化合物について、「自動車の燃料の性状に関する
許容限度及び自動車の燃料に含まれる物質の量の許容限度 (平成７年
環境庁告示第６４号) に基づき、一酸化炭素及び炭化水素は、自動車
ガスの量の許容限度(昭和５１年環境庁告示第１号〉 に基づき、規制
が図られており、これらの車両による排出量は少ないため、環境保全
上の支障は生じないと考えられる」と理由を述べているが、当地域の
豊かな生態系を無視し環境基本条例もアセス条例も守られていない。 
③ 光化学オキシダントについて、「有害物質が発生するような施設
はないため、環境保全上の支障は生じないと考えられる」とあるが、
都市部の排気ガスが気流で山間部にたまる事象は生じている。加えて
一日６０台の車が往復するので、予測すべきである。また観測地点も
処分場周辺および多気地区、下之川地区の各集落を観測し、予測評価
を求める。 

（一酸化炭素） 
一酸化炭素による大気汚染は、主に自動車排出ガスによるものと考

えられており、平成１８年度の全国の有効測定局(一般環境大気測定
局８６局、自動車排出ガス測定局２９４局）すべてにおいて、長期的
評価及び短期的評価ともに環境基準を達成し、濃度は環境基準値に比
べ相当程度低い濃度で推移しています。 
 本事業にあっては、対象事業実施区域の周辺の自然的状況、社会的
状況を踏まえると、現況の一酸化炭素濃度はかなり低いと考えられ、
建設工事の実施に際し相当数の建設機械が稼働するとしても、環境基
準値を超過するほど濃度が上昇することはないと考えられることか
ら、環境影響評価項目に追加する必要はないと考えます。 
（光化学オキシダント） 

光化学オキシダント(Ox)については、 NO2 等が紫外線を受けて光化
学反応により生成される二次汚染物質であり、現在のところ、その複
雑な生成過程が十分には解明されていないため、予測項目として選定
しておりません。 
（ベンゼン、鉛化合物） 
 環境影響評価方法書に記載したとおり、ベンゼン及び鉛化合物は「 
自動車の燃料の性状に関する許容限度及び自動車の燃料に含まれる物
質の量の許容限度」(平成７年環境庁告示第６４号)に基づき規制が図
られており、これらの車両による排出量は少ないため、環境保全上の
支障は生じないと考えられることから、項目から除外しました。 
（トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン） 

トリクロロエチレンは、主に代替フロンガスの合成原料及び機械部
品等の脱脂洗浄剤、テトラクロロエチレンは、主に代替フロン用の合
成原料、ジクロロメタンは主にプリント基板や金属脱脂の洗浄剤とし
て使用されています。いずれにおいても、本事業では使用又は排出は
行わないため、予測項目として選定しません。 
（ダイオキシン類） 
 ダイオキシン類は、塩素を含む物質の不完全燃焼や薬品類の合成の
際に意図せずに発生する物質であり、廃棄物処理施設においては、廃
棄物の燃焼過程で生成します。本施設においては、廃棄物を燃焼させ
る等の発生要因はないため、予測項目として選定しません。 
（塩化水素） 
 塩化水素は、主に塩化ビニル、無機塩素化合物の製造過程で発生す
るほか、廃棄物処理においては、塩化ビニル、塩化ビニリデンを含む
プラスチックの燃焼により発生します。本施設においては、廃棄物を
燃焼させる等の発生要因はないため、予測項目として選定しません。 
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25 31 粉じん等を施設の設置、供用に際しても評価項目に入れるべきであ
る。 
〈理由〉 
① 「被覆設備を設置すると共に、埋立て作業時には散水を行う計画 
」とあるが、投入時や稼動していない乾燥した日などの対応が明確で
なく、また運搬する大型車が舞い上げる粉塵も加わることから、作業
の内容をより明確化し、予測評価をすべきである。 
② また、周辺の自然環境や生態系への影響を考えた場合、わずかな
粉塵も影響を与えると予測され、評価をすべきである。 
③ したがって、「工作物の供用・稼動において、粉じん等を発生さ
せる施設はない」としているが、施設ではなく、運搬の過程でまず生
じていること、およびたとえ、被覆設備があっても粉塵が生じている
ことは、多くの中間処理施設や埋め立て施設で起きているので、きち
んと評価項目に入れるべきである。 

 本事業において整備する最終処分場は、被覆（覆蓋）設備を有する
クローズドシステム最終処分場であり、オープンタイプの最終処分場
とは異なり、強風による粉じんの巻き上げを防ぐことができます。ま
た、屋内の埋立地では適宜散水を行うことから、粉じんが外部へ排出
されることは基本的にはないと考えているため、予測項目として選定
しません。 
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べきである。 
⑧ また、遮水シートに亀裂が入り、徐々に土壌浸透した場合、電気
伝導で確認したとしても、どのような有害物質かは判断ではない。あ
らゆるリスクマネジメントのためには予測評価は必要である。すで
に、遮水シートをめぐっては、予測のあいまいさに裁判所で設置取り
消しが認められた例や、東京都日出町の漏水問題、埼玉県ミカ山最終
処分場の鉛漏出の問題など、全国各地で、アセスの予測評価に反した 
事例が報告され、当計画がこれらの先決手法と比較してとりわけ優れ
た計画というわけではない。アセスメントは、常に科学的知見に基づ
いて、行われるべきものであり、シート破損の可能性、その際の漏水
について、きちんと予測評価をすべきである。 

⑨ なお、定期的モニタリング調査は、事後アセスメントと連動し
て環境管理すべきものであり、事前の予測評価がなければ、効果はき
わめて薄くなる。 

29 31 設置・供用の際の BPA を調査項目に入れるべきである。 
〈理由〉 
① ほ乳瓶やプラスチック製の食料保存容器に使用されているビスフ
ェノール A(BPA)と呼ばれる化学物質が、成人の糖尿病や心臓疾患、肝
障害に関係しているとする論文が、米医学誌「Journal of the 
American Medical Association(JAMA)」９月１７日号)で公表された。
BPA の被験者の成人１４５５人のうち、最も高かった人の循環器疾患
のリスクが約３倍上昇、糖尿病になるリスクは、２倍と報告されてい
る。従って、BPA も調査項目に入れるべきである。 
② この物質は別称環境ホルモンとも言われてきたが、魚類のメス化
の影響はすでに報告されており、ダイオキシンとともに生物濃縮を通
じて、人体に取り込まれる危険性は大きい。 
③ ダムに流入し、津市民の飲み水となっていることを考えると当然
のことであると考える。 

30 
 

31 
 

その他、設置・供用の際、一般廃棄物処分場の特性から考えて、以
下の化学物質についての評価が必要である。その理由は(通し No.２
８)と同様である。たとえ洗浄しても、土壌中に溶出しあるいは調整池
が大雨で洪水になったときに流出するリスクは当然評価すべきであ
る。さらには、ビニールシートの亀裂の可能性は、劣化や地震その他
の土壌変化や地形の変化によって、かなりのリスクが大きい。 
〈理由〉 
① ポリプロピレン(PP)に混入されている、アクリルアルデヒド、ホ
ルムアルデヒド、メタン、カドミウム、鉛などの重金属。 

存在・供用時においては、埋立地はクローズドシステム最終処分場
であり、浸出水はすべて浸出水処理施設において処理した後、処理場
内で循環使用し、破砕選別処理施設及びリサイクルセンターからの排
水も同様に循環利用する計画となっています。また、施設からの生活
排水は浄化槽で処理され、処理水は公共用水域に放流するものの、そ
の放流水量は少量です。 

したがって、左記に示す項目等に対して影響を及ぼす排水等は行わ
ないため、環境保全上の支障は生じないと考えられることから、項目
から除外しました。 
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② 金属缶の内面塗料に使用されるエポキシ樹脂(EP)のビスフェノー
ル A 以外に、エピクロロヒドリンなどは、アレルギー性皮膚炎、鼻 
炎、ぜん息などが生じるとされているのでこれらの物質。 
③ フェノールとホルムアルデヒドを付加重合させてつくられる熱硬
化性樹脂フェノール樹脂(PF)や家具のホルムアルデヒドの毒性は、皮
膚、粘膜に腐食性を示し、たんぱく質、細胞原形質を変形させる。そ
の結果体内に取り入れられた場合、腹痛、おう吐、チアノーゼ、血圧
降下、過呼吸、けいれんなどの症状を示し少量でも細胞機能を抑止
し、死滅させる細胞毒は不安が大きく、必須である。 
④ ユリア樹脂(UF)やメラミン樹脂(MF)に溶出されるホルムアルデヒ
ド 
⑤ ABS 樹脂(ABS に残存する可能性がある原料モノマーのアクリロニ
トリルの毒性は発ガン性、催奇形性などの報告があり、大量に摂取し
た場合には、青酸と同じような中毒症状を示すので評価をすべき。 
⑥ ポリ塩化ビニル(PVC)、フェノール樹脂(PF)の塩化ビニル、塩化ビ
ニデリンは発ガン性のある物質として指定され、急性毒性は吸入によ
って麻酔、肺浮腫などが生じ、燃焼によるダイオキシン発生以外に
も、埋め立てによる湧出が心配である。 
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その他の施設部分については今後詳細に検討してまいります。 
 今後、基本設計を進める中で、工事用車両として運行する台数を把
握し、大気質、騒音及び振動の予測を行い、周辺の皆様の生活環境へ
の影響の程度を明らかにするとともに、必要な環境保全対策を講じて
まいります。 

35 18 地下水の水質及び水位に関して 
建設地の周辺における井戸の水質及び水位の影響調査を追加すべき

である。 
生活飲料水として、現在使用しており、またこれからも農産物の育

成に使用するので、汚染されると重大であるので、調査してほしい。 

 環境影響評価方法書２０１～２０４ページに示すとおり、対象事業
実施区域を含む流域及び東側・西側に隣接する沢を含む範囲を対象と
し、現地調査（水文地質踏査）によって湧水地点、沢流量等の地表部
における水文状況を把握します。また、範囲内における井戸分布及び
各井戸の水位を把握します。 
 地下水の水質については、最終処分場の周囲に設置する観測井戸４
地点において、水素イオン濃度、濁度、電気伝導率を測定します。 
 これらの調査結果を踏まえ、現況の地下水位分布と事業計画を重ね
合わせ、最終処分場等の施設設置による地下水位の変化、地下水の流
動方向の変化について、水理公式や地下水位コンター図の比較により
予測します。 
 なお、上記の観測井戸については、「廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律」に基づく「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処
分場に係る技術上の基準を定める省令」により、施設供用時のモニタ
リング井戸とする予定であり、事業実施前に電気伝導率、塩化物イオ
ン、有害物質等の濃度を測定し、施設供用による影響の有無の判定に
資することとします。 

36 31 水底の底質・地下水の水質及び水位について、搬入路の工事や処分
場の工事・存在・供用において、県の基準に基づき、すべての項目に
ついて、評価をすべきである。 
〈理由〉 
① 工事においては、相当の期間を要し、大規模な工事であることか
ら、慎重な評価が必要である。 
② 処分場が供用開始された場合、一般廃棄物の粉砕後、洗浄した後
に埋め立てる方式では、洗浄で有害物質は除去されない。 
③ あらゆる廃棄物から発生する有害物質について、方法書では何も
触れていない。体温計の水銀、容器のコーティング材など、一般廃棄
物ごとに、その容器などの成分などが、溶出された場合の評価が必要
である。 

 水底の底質については、環境影響評価方法書１７０ページ及び１７
４ページに示すとおり、工事の実施においては、浚渫、化学薬品を用
いた地盤改良等、底質に影響を及ぼす行為は行わないため、環境保全
上の支障は生じないと考えられることから、項目から除外しました。
また、存在・供用時においては、埋立地はクローズドシステム最終処
分場であり、浸出水はすべて浸出水処理施設において処理した後、処
理場内で循環使用し、破砕選別処理施設及びリサイクルセンターから
の排水も同様に循環利用する計画となっています。また、施設からの
生活排水は浄化槽で処理され、処理水は公共用水域に放流するもの
の、その放流水量は少量です。したがって、左記に示す項目等に対し
て影響を及ぼす排水等は行わないため、環境保全上の支障は生じない
と考えられることから、項目から除外しました。 
 地下水の水質及ぴ水位については、方法書２０１～２０４ページに
示すとおり、塩分(塩素イオン)、水温、透視度(透明度)、色、濁度、
電気伝導度、水位等を対象として、予測・評価を行ってまいります。 
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害が発生しやすい状況において、施設の安全性が保たれるよう設計を
進めてまいります。 

41 15 建設予定地は、津市民の水道水源地であり、推定活断層が５００ｍ以
内に存在する。それなのに、直下型地震の影響が無いとしているが、
発生した場合の汚染状況などの調査が必要である。 

 現時点での既存資料による調査結果では、対象事業実施区域周辺で
の活断層は確認されていません。今後、環境影響評価を進める中で、
古い断層や破砕帯等の有無を確認し、必要な検討を実施してまいりま
す。 

42 31 地震・災害による影響を対象にすべきである。 
〈理由〉 
① 工事の実施、工作物の存在および供用に際し、常に災害の危険性
は日常的に存在する。(通し No.１４)で述べたように、台風、大雨、
地震その他災害に対して当地域が極めてリスクが大きい地域である。 
② 県のアセス項目には、明記されていないが、災害が生じた場合、
処分場のもたらす影響の多きさや、水源地であることのリスクを考え
た場合、最優先で影響評価をすべき項目と考える。 

土地の造成に伴って出現する切土法面、人工盛土地盤の安定性につ
いては、地形及び地質の項目において予測・評価いたします。 

地震・災害による影響検討は、環境影響評価で扱う性質のものでは
なく、事業計画の中のリスクマネージメントとして扱うものであると
考えます。 
 施設の耐震性能については、土木構造物については各種土木構造に
関する設計指針、建築物については建築基準法に準じて検討してまい
ります。また、豪雨や地震等の災害発生時における最終処分場等施設
の運用については、今後、危機管理マニュアル等の策定を検討してま
いります。 
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往復に大型ダンプが長い走行距離を走る排出量を予測、評価しなけれ
ばならない。 
⑤ しかし、事業者である市は、削減に努力すると応えるのみで具体
策を出していない。これはアセスそのものの欠陥を意味するものであ
り、問題を隠蔽するものである。従って、条例に基づいた詳細な予測
評価が必要である。 
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す。 
例えば、八手俣地区に計画されている脇ケ野バイパスは現時点におい
てルートが決定していません。 
新設バイパスの設置工事そのものはアセス対象外の事業と考えられま
すが、当該バイパスを走行する予定の新最終処分場関連工事車両によ
る影響については、当該アセス手続きの中で影響の程度を予測し、評
価していかなければなりません。 
つまり新設バイパスの位置によって、前述した方法書の内容が妥当か
否かの判断が変わってきます。 
従って、現時点は方法書の手続きを行う時期としては尚早と考えられ
ることから、計画が煮詰まり事業計画が概ね明らかになった時点にお
いて、改めて当該方法書の手続きを実施して頂くよう、お願い申し上
げます。 

目において、供用時の車両走行による影響を予測することとしていま
す。 

53 
 

31 方法書の範囲について、処分場建設に伴う搬入道路拡幅工事と供用時
バイパス建設工事と供用時についても、一体事業として、アセスの対
象に入れるべきである。 
〈理由〉 
① 最終処分場は、一日６０台の大型車が往復する。また、工事に伴
い周辺の山や周辺の沢から八手俣川が、大きく環境の改変をうける。
このことも、災害の発生の危険性、生活環境の変化、生態系の激変を
もたらすことは明らかであり、搬入ラインの新設・改良工事および処
分場稼動による通過大型車が与える影響を一体事業としてアセスメン
トを行うべきである。 
② もし、処分場のみ、または、道路事業のみでアセスメントを行っ
たとしたら、「周辺環境への影響はさほど大きくない」、または「希
少種が周辺で生息可能」などの、誤った過小の評価がされたり、事業
ありきの「アワスメント」となってしまう危惧がある。 
③ バイパスの事業者が三重県であり、処分場の事業者が津市と別れ
ていても、一体の事業であることは、県民・市民の目から見れば明ら
かである。 
④ 環境基本条例第十四条第３項 「前二項に定めるもののほか、県 
は、県の施設の建設及び維持管理その他の事業の実施に当たって、環
境への負荷の低減を図るための施設の整備等に努めるものとする。」
とあり、対象地域は同一であることを認識していただきたい。 
⑤ 三重県環境影響評価条例第三条第１項、「県、事業者及び県民は
事業の実施前における環境影響評価及び事業の実施以後における事後
調査の重要性を深く認識して、この条例の規定による環境影響評価、
事後調査その他の手続が適切かつ円滑に行われ、事業の実施による環

 本事業にあっては、一般廃棄物最終処分場及び破砕選別処理施設等
の施設の設置範囲約３３ｈａと市道多気下之川線からの進入道路を、
地理的に一体のものとして改変を行うことから、環境影響評価の対象
範囲と考えております。 

（仮称）下之川バイパス道路等の整備事業については、別途事業化
を進めており、三重県環境影響評価条例に定める道路事業の規模要件
に該当しないことから、環境影響評価を実施する予定はありません。 
 （仮称）下之川バイパス道路等の新設道路は、供用時のごみ収集車
両等が走行することから、環境影響評価方法書１８２ページ、１８７
ページ及び１９０ページに示すとおり、大気汚染、騒音、振動の各項
目において、供用時の車両走行による影響を予測することとしていま
す。 
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境への負荷をできる限り回避し、又は低減することその他の環境の保
全についての配慮が適正になされるようにそれぞれの立場で努めなけ
ればならない。」同条第２項「県は、市町に対し、県と協働して前項
の環境の保全についての配慮が適正になされるように努めることを求
めるものとする。」をぜひ守っていただきたい。 

 


